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and Self-independence in the Mentally Il1 
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E要約]This paper describes the social participation and self-independence of the mentally il by 
reviewing the published papers. As a result， we concluded that : (1) It was difficult to predict the 
possibility of the social participation and self-independence of the mentally il from the Wing 
Behavior Rating Scale. (2) On the other hand， the Rehab was considered to be effective to evaluate 
the psychotic rehabilitation and social participation of the mentally il living in the community. 
(3) In addition， itbecame clear that as a future problem the development and the application of the 
assessment scale for the 0 bjective evaluation of nursing and support， which is matched to the 
circumstances of each area to the social participation and self-independence of the mentally il will 
be useful. 
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し はじめに
わが国では近年まで精神障害者の治療@看護は， もっ
ぱら患者が入院施設での生活に適応するための医学的
治療や施設内ケアが中心で，退院後の地域ケア体制や
自立と社会参加の促進に向けた方策は十分なされてこ
なかった.りそのため病状が回復しでも地域社会に帰
る場所がなく，また退院後のケアやサポート体制も十
分に整っていない状況の中，いわゆる社会的入院とし
て病院に留まったり，入退院を繰り返す患者が多いと
されてきた 2)その結果， 日本では諸外国の例に反し，
精神科病床数は増加の一途をたどり，患者の平均在院
期間も長期化する傾向にあった 3) 
そういったなか1995年に精神保健及び精神障害者福
祉に関する法律が施行され，精神障害者の社会復帰の
促進が世論の高まりに加え， 自立と社会活動への参加
を法改正の主要な柱として位置付けらるに至った. し
かしそれらの人々に対する社会活動の場は少なく自
立のための支援も乏しいのがいまだ現状である. した
がって，精神障害者の社会参加@自立を促進するため
には，医療・看護さらに福祉が連携して障害の程度や
能力に応じたきめ細かい支援体制を構築していくこと
が今日的な課題といえる.
一方，アメリカのLibermanらによって発展された
精神分裂病患者の社会適応を改善し，また再発の危険
を減らすことを目的とした精神科リハビリテーション
が， Social Skills生活技能の研究として精神障害者
通所施設を中心になされてきている 4)特に分裂病圏
の障害者は， Impairment機能形態障害， Disability生
活能力障害， Handicap社会的不利益を有するといわ
れ，機能形態障害に対しては主に医学的治療が，また
社会的不利益に関しては，社会の支持組織を強化する
ことが必要であると報告されている 5)さらに，生活能
力障害に対しては，生活のリズム，身だしなみ，生活
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環境の整理整頓，金銭管理，社会資源の利用，対人関
係のとりかたなどの援助が必要であるといわれている 6) 
日常生活能力の研究は，入院患者@外来患者，デイ
ケア，保健所，共同作業所などでなされているが 7)8) 9) 
精神障害者の社会参加や自立の指標に活用できる尺度
は，先行研究を概観するかぎりいまだ開発されていな
い.また，調査項目やその尺度の信頼性，妥当性につ
いては?わが国の対象に応じて検討した報告もきわめ
て少ないのが現状である.このような現状は，対象者
の特性から追跡調査が困難であり，加えて日常生活能
力や社会生活機能の捉え方に関して， この領域の研究
者によって異なることもこの種の研究の蓄積を少なく
している一因と考えられる.
そこで，本報では，社会参加の現状および社会生活
機能評価について文献的考察を行うことにより，精神
障害者の社会参加や自立の指標について検討する.
II.精神障害者の社会参加について
法制度および全国調査から見た社会参加
すべての障害者は，社会を構成する一員として社会，
経済，文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会
を与えられるものとすることが障害者基本法に定めら
れている 10) しかしながら，身体障害者に対する機能
回復訓練，住居やホームヘルプサービス，雇用といっ
た自立・社会参加に向けた法制度は漸次整備されてき
たが，精神障害者に対するこれらの整備は大きく遅れ
をとっているのが現状といえる 11)これは精神障害者
への社会的処遇を入院医療が担ってきたため，地域ケ
ア体制を整備するための精神障害者のニーズや生活実
態を把握することが遅れ，なおかつ差別や偏見のため
に当事者や家族も社会から閉じこもってきたととによ
ると報告されている 12)
精神障害者の社会参加および自立の場としては?医
療機関，保健所，精神保健福祉センターでのデイケア，
授産施設，小規模共同作業所などでの作業活動，職親
制度での保護就労(通院患患、者リハビリテ一シヨン事業)
などが
会調査によると 13ア口叩幻)在宅の精神障害者が利用している
場(制度)としては，病院・保健所などのデイケア
(24.9%)，訪問指導 (17.9%)小規模共同作業所
(16.7%) の順で，授産施設 (2.1%)，職親制度
(2.8%) は僅かであった.また3 授産施設や職親な
どは地域的な偏りも大きく広く普及した社会参加の場
とは言い難い. したがって，現状では各地域に普及し
ているデイケアや作業所が精神障害者における一つの
社会参加の場と考えられる.
在宅の精神障害者や家族が役立つとする社会資源と
しては，身近に相談できる専門家 (65.8%)，毎日通
えるデイケアや作業所 (53.5%入家族教室 (50.8%)， 
何とか勤められる職場 (49.0%) といった順で，現在
利用者が比較的多い訪問指導やデイケア@作業所への
ニーズの高まりがうかがえる B さらに雇用といった社
会参加の場へのニーズを半数の人が持っていることか
ら，各地に職親事業所の普及拡大が求められる.
保健所でのデイケア(グ、ループ活動)は， 1975年か
ら社会復帰相談指導事業として精神障害者の自立と社
会復帰(参加)を促進する目的で開始され，参加者10
~20名に対し月 2 回~週 2 回程度の範囲で、行われてい
る.叫仲間づくりにより社会からの孤立化を防ぎ，創
作，料理，カラオケ，スポーツ，ハイキングなどの活
動を通して生活体験や対人関係を広げることにより，
再入院を予防し地域社会での生活を維持することをね
らいとする .ω
一方，病院などで実施されている精神科デイケアは
1974年に開始され，医学的治療・訓練を目的として一
定の医療チームと施設の設置基準が示された診療報酬
の基でなされている 16)従って，施設の規模に応じて
参加定員も特定され，週 3~5 回治療プログラムに沿っ
て実施される.このように両デイケアの機能や形態は
異なるものの，参加する者の日常生活機能や障害の程
度によってし、ずれかが選択されているとはいえず?む
しろ住居地や通所の利便性，本人や周囲の希望によっ
ていずれか一方または両方に通っていると考えられる.
日I.精神障害者の社会生活機能評価について
1. 海外における社会生活機能評価
1950年代以降，欧米で進められた脱施設化の流れの
中で，地域ケアの効果を評価したり，精神療法の治療
効果を明らかにするため，数多くの社会機能評価尺度
がこの頃より開発されてきた.これらの尺度は，精神
障害者の社会機能を評価するために，社会生活の全般
にわたる生活領域を対象に，包括的な社会機能の把握
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を行っている. しかしどのような課題に対しでも普遍
的に利用できる尺度はまだないようである.一方，評
価判定の目的が明確な，特定領域の評価尺度には，関
係者の評価が確立したいくつかの尺度が存在する17)
その中からWingの行動評価尺度 (WardBehavior 
Rating Scale) とRehab(Rehabilitation Evaluation 
of Hall and Baker)の行動評価尺度を中心に文献検
討を行った.
A. Wingの行動評価尺度
1) Wingの行動評価尺度とは
Wing'8)は?長期入院患者の行動変容を評価するこ
とのできる尺度開発の必要性から， Wingの行動評価
尺度を開発し，信頼性，妥当性，精神状態の評価との
関係について検証した. (forml， 1960年)Wingの行
動評価尺度は， 白閉性，会話の量，周囲への関心，身
だしなみ，動作の遅さ，活動性の低下の質問項目から
なるSW(Social Withdrawal :社会からの引きこも
り)因子と，一方的な主張，動きすぎ，いらつき，奇
妙な動作・姿勢，独言，独笑， しゃべりすぎ，話し方
の内容の質問項目からなるSE(Socially Embarrassing 
Behavior:周囲を当惑させる)因子の 2つのサブス
ケールからなる.行動評価尺度表は 1週間患者の観察
を行った後それぞれの行動が， しばしばおこったか，
時々おこったか，全くおこらなかったかという段階で
評価される.信頼性，妥当性については確立されてい
る.
また Wingl9)はすべての段階にある精神障害者に
適用し大規模な評価を行うことができる類似の行動
評価尺度を開発した. (form 2， 1961年)この評価尺
度もform1と同様2つの因子から構成され， 1つは自
閉性?会話の量，周囲への関心，身だしなみ，個人衛
生，食事のふるまい，動きの遅さ，活動性の低下，の
質問項目からなるSW(社会からのひきこもり)因子
で 1つは奇妙な動作@姿勢，独語と空笑，乱暴，の
質問項目からなるSE(周聞を当惑させる)因子であ
る.
2 )日本におけるWingの行動評価尺度を使用した
研究
日本においてWingの行動評価尺度を用いた研究が
いくつか行われている.鈴木ら却)は，ディケア参加メ
ンパーの行動の変化を捉える手段としてWingの行動
評価尺度 (form1)を用い， I社会からのひきこもり
因子」に焦点を較り解析を行っている.I社会からの
ひきこもり因子Jの中でもひきこもり，会話の量，周
囲への関心という項目ではディケア参加前，参加後の
評点が連動して変化しており，この 3項目のディケア
の有効性は明らかであった.
しかし個々のメンバーの上昇点と転帰とを対比させ
てみると，必ずしも得点と結び、ついた変化を示してお
らず，ディケア参加前と参加後の評点も社会復帰群と
未復帰群聞では有意差を認められなかったことから
Wingの評価尺度のみで社会復帰の可能性についての
予測は立てにくいことが明らかとなり，ディケアの効
果としては統計的処理による評価よりも事例性を重視
しながら行うことを示唆している.
納谷ら21)は，できる限り患者の行動を客観的に評価
し患者の行動の特徴を捉えることができ， 日常業務
の中で簡単に記入，評価ができる慢性精神分裂病患者
の病棟における行動評価表を得るためにWingの病棟
評価表 (form2) を一部改訂し 3段階評価による
Wing病棟評価表(中宮改訂版)を作成，信頼性，臨
床的妥当性について検討した.評価者は経験年数5年
以上で当該病棟勤務1年以上の看護婦とし 1週間の
観察期間の後評価された.
重みづけカッパを用いて各項目ごとの評価者間信頼
性が検討され，低い値の質問項目，動きすぎ，会話の
量，身だしなみ，食事のふるまいは除外し因子分析が
行われ，動きの遅さ，活動性の低下，白閉性，周囲へ
の関心の四項目からなるSW(社会からのひきこもり)
因子と独語，空笑，乱暴，失禁と対人関係上のトラブ
ルからなるSE(周囲を当惑させる)因子の二因子が
抽出された.これら二因子と主治医による退院可能性
の判断，現実の予後，現症との関連性より本評価尺度
の妥当性が示された.
また， SW因子は患者を見ればすぐに判明する項目
および精神科医が評価する現症と相関しており， SE 
因子は一定の時間の中で経時的に観察することを要す
る項目及び退院可能性の評価と相関していた.このこ
とから， SE因子， SW因子は障害のベクトルであると
同時に評価の仕方に差があり，安定した測定を行うに
は一定の確定された方法によることが重要であると述
べている.
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武石ら辺)は， Wing行動評価表(中宮改訂版)を用
いて64例の精神分裂病者に関する病棟内行動の検討を
行っている.その結果5ヶ月以内に精神症状の改善を
示して退院していった患者の全般改善度は有意に上昇
しSW因子フ SE因子ともに有意に改善していたが，退
院できなかった患者で有意に改善されたのはSW因子
の項目のみであった. SW因子に対しては看護， リハ
ビリテーショ γ的接近方法はかなり確立されていると
考えられ， SE因子については 1対 1の治療関係によ
る積極的な働きかけと同時に病棟の共同生活の中で他
患者との対人接触を活発にする機会を見つけて援助し
ていくととが重要である.そしてWingの行動評価尺
度によって退院の適否に関与している症状，看護やリ
ハビリテーションを行う上で焦点を当てていく症状に
ついて明らかにすることができたと述べている.
以上のことから， Wingの評価尺度は精神障害者の
行動を客観的に評価することができ，行動変容を明確
に表し， 日常業務の中で患者の行動観察を行うことで
評価することができる簡便な尺度であり，信頼性，妥
当性が検証されている. しかし 2つのサブスケール
SW因子， SE因子は退院の適否や看護， リハビリテー
ションを行う上で焦点を当てていく行動については明
らかになるがヲ Wingの評価尺度のみで社会参加およ
び自立促進の可能性についての予測はたてにくく，評
価の手順方法や評価者の訓練についてなど改善すべき
点がいくつか残されているといえる.
B. Rehabの行動評価尺度
1) Rehabの行動評価尺度とは
Rehabは，英国のRogerBakerとJohnHallにより
開発されたものであるが，その開発を始めた当時は，
精神障害に対する社会的な支援をいかに行うかが重要
な問題になっていた.そのため， リハビリテーション
に関する具体的な支援を導き出す上で，その人々が置
かれている状況を判断するための尺度を開発すること
に至った.
まず，開発者らがRehabを開発する上での理論の基
礎について述べると，彼らが1970年代にLeeds大学の
研究チームで取り組んだ精神医学的リハビリテェーショ
ンにおける行動に関する手法の研究に立脚している 23)
また，これは， 1983年に開発され，すでに田原ら刊に
よって翻訳され日本に導入されており，さらにこの時
点でオランダ語の翻訳がなされ， ドイツ語@フランス
語。スペイン語などへの翻訳が試みられるなど? この
分野で広がりつつあった.一方開発者らのRehabの定
義は，多目的の行動評定尺度で，精神障害者を評価す
るために計画されている園職員が 1週間以上にわたっ
て患者を観察することができる所なら，どのような施
設でも使うことができるとしている.
ところで?尺度開発の研究過程の初期において，開
発者らはWingの行動評価尺度の根拠づ、けに注目し
これによる測定を繰り返し行っているが， このことに
ついては，すでに前章で詳述している.
2 )リハビリテーショソ評価とは
開発者らの考えるリハビリテーションの評価は，次
のような内容が含まれると提案している圃
@行動の観察において明示された期間よりもむしろ，
特徴を推測したり，または測定するスタップの一
般的な意見に基づいていなければならない。
-最も重要なことで，入院しているとういう中での
行動に関する見地と退院に成功する行動の関連を
含む.
e 測定者が使用する上で簡潔9 明瞭，簡単でなけれ
は?ならない.
@判断が簡単でリハビリテーション治療の計画に明
快な内容を含んでいなければならない最も悪化し
た状態から最小の障害となるようにリハビリテー
ションが進む中で，すべての状態の患者に適応さ
れる園
@病院や地域社会での社会復帰の調整が様々である
ことにおいて，使用ができなければならない.
・患者の行動の変化に敏感であり，繰り返し使用で
きなければならない E
。退院した中から患者を選択した場合やまた，病棟
からリハビリテーションの仕組みにおいて他のと
ころに移る患者の闘値を確立できなければならな
、、??
3) Rehabの構成
この尺度は，逸脱行動と全般的行動から構成され
ている.なお，以下に述べる内容は，田原ら(1994)叫
に基づいている.
逸脱行動:7項目(3段階評定)
一22
①失禁 ②暴力 ①自傷 ④性的問題行動
⑤無断離院・外出 ⑥怒声@暴言 ⑦独語@空笑
全般的行動:16項目
①病棟内交流 ②病棟外交流 ③余暇 ④活動性
⑤ことばの量 ⑥自発的言語 ⑦ことばの意味
③明瞭さ (互食事の仕方 ⑩身繕い O身支度
⑫所持品の整頓 ⑬助言・援助 ⑭金銭管理
⑬施設・機関の利用 ⑮全般的評価
なお評定者は， との尺度を使用する場合，直接患者
をケアするスタッフであるが，必ずしも精神科のトレー
ニングを積んだ看護婦である必要はない.または1週
間の観察期間中に十分に患者を実際に観察することが
でき，使用方法について訓棟を受けているとしている.
4 )日本におけるRehabの行動評価尺度の研究
田原らは，いくつかの病院の入院患者およびデイケ
ア通所者を対象に評定を行い，信頼性と妥当性に関し
て満足した結果を提出している戸加えて彼らは，こ
の尺度がさまざまな施設において多目的かっ簡便に使
用することができるだけでなく，国際的な比較検討の
可能性を示陵し我が国の精神科リハビリテーション
に貢献すると捉えている.
2. 日本における社会生活機能評価
精神障害者の社会生活機能(適応)を測定する尺度
は，地域ケアのプログラムの効果を評価するために
1960年代より欧米で作成されたものであるが， 日本人
を対象に標準化された尺度はほとんど作成されておら
ずその必要性が指摘されてきた戸
羽山は， ①食事， ②睡眠， ③清潔と身だしなみ，
④服薬管理，①健康管理，⑥家事，⑦お金の管理，⑥
余暇の過ごし方，⑨サービス期間の利用，⑩交通機関
の利用といった10項目からなる面接用評価尺度を開発
した. この尺度は個人の身の回りの自己管理や生活行
動評価を中心とし家族関係や友人関係は除かれてい
るのが特徴である '2:l)川口は，①食事，②個人衛生，
③休息，④付き合い，①安全といった要素からセルフ
ケア20項目の質問紙を開発し ソーシャルサポートと
の関連を精神科デイケアで調査した結果を報告してき
た.お)
筆者らは川口の質問紙を参考に，精神科デイケアセ
ンターおよび保健所において社会生活機能の調査を行っ
てきた.さらに保健所では 1年間追跡して就労および
社会参加への影響因子ーなどを検討し報告してきた戸)却)
初切これら調査における社会生活機能は，構成概念妥
当性などの修正を経て①生活リズム，①身の回りの自
己管理，③社会的活動，④対人関係⑤疾患の自己管
理ー からなる20質問項目から成る. これらの研究成果か
ら日常生活機能に関連すると考えられる因子，つまり
年齢，初発年齢，支援者の数などが分析され，また，
I年後の就労に影響を及ぼす生活機能や態度として，
会話，調理，医師への服薬相談といった項目，就労や
自活に向けての要望の程度が関与していることが示唆
された.
今後は，諸外国で開発され既に実績を積んだ測定尺
度とも整合性を保ち，わが国の精神障害者地域ケアプ
ログラムや社会参加の指標として活用できる社会生活
機能評価尺度を開発し洗練していくことが必要である.
N.まとめ
本報告では，精神障害者の社会参加の現状を法制度
と全国調査資料から概観した. こういった現状を踏ま
えながらWing，Rehabの行動評価尺度を中心に精神
障害者の社会参加・自立の指標として活用できる社会
生活機能評価について検討した.
Wingの行一動評価尺度は1960年初頭の時代背景を反
映し病棟内適応と退院の適否に焦点が当てられ，社会
参加や自立の可能性については予測が困難なものであっ
た.一方Rehabの行動評価尺度は1983年に開発され最
近日本語に翻訳導入された尺度で，入院患者以外に地
域社会で生活する精神障害者のリハビリテーションや
社会参加指標として適用可能と考えられた.
今後精神障害者の社会参加・自立支援に向け，わが
国の実状に則し，かつ看護的な評価と支援が可能とな
る尺度の開発とその応用が課題と考える.
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